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1．序
平成13年６月22日に成立した「商法の一部を改正する」等の法律のうち株
式に関する金庫株の解禁，額面株式の廃止及び法定準備金の規制緩和等が主
要な内容としている。かかる法改正は，証券市場の活性化対策ないし緊急経
済対策として，経済界の要請を受けて，商法の規制緩和策による施策として
取り上げられたものである。
本稿は商法改正における会計問題のうち，法定準備金，額面株式の廃止と
会計問題について検討する。また，監査委員会システムの創設と監査役監査
の関係について検討する。
2．法定準備金の構成と監査
商法第288条「会社ハ資本準備金ノ額卜合セテ其ノ資本ノ四分ノーニ達ス
ル迄ハ毎決算期二利益ノ処分トシテ支出スル金額ノ十分ノー以上ヲ，第二百
九十三条ノ五第一項ノ金銭ノ分配ヲ為ス毎二其ノ分配額ノ十分ノーヲ利益準
備金トシテ積立ツルコトヲ要ス」と規定した。改正前における法定準備金は
資本準備金と利益準備金より構成され，毎決算期毎利益処分の十分の－以上
積立を，資本金の四分の一以上に達するまでとしたのである。改正商法は利
益準備金による資本金の四分の一迄とする規定を資本準備金と利益準備金と
併せて，資本金の四分の一規定としたのである。
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改正前
法定準備金|薫菫篶二(毎決算期毎利益処分の十分の＿
資本金の四分の一）
改正後
法定準備金|薫菫篶二}資本金の四分の‐
法定準備金規定の改正後法定準備金は，資本準備金と利益準備金の合算し
た額を基本とし，資本金の四分の一規定として機能することとなった。かか
る改変は，例えば，1.5倍から２５倍の逆転化現象が見受けられる（Ｂ／Ｓ例
示)。
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有価証券報告書（ジャスコ）
かかる法定準備金構成要素として，資本準備金，利益準備金の合算の容認
は，その合計が資本金の四分の一を超える企業は利益の法定準備金としての
企業内設定からの解放，又資本準備金と法定準備金との積立過剰による逆転
化現象の実態に照らして，積立限度額を超え，新たな設定を要しない現象が
発生することとなり，経営財務上，資本準備金と利益準備金の合算効果が，
配当負担，自己株式の取得，株価維持等において甘受することとなった。か
かる資本準備金の合算という法定準備金に係わる規制緩和は今時商法改正因
としての経済の活性化策（証券市場活性化対策）として施行されたものであ
るが，資本と利益の融合という現象を醸し出すこととなった。
一方，かかる改正一すなわち法定資本の四分の一積立限度額と資本準備
金と利益準備金の合算容認規定は，資本準備金の利益準備金への流動化又資
本準備金の債権者保護機能の希釈化因と化すこととなる。本来，資本準備金
は企業の資本取引に起因するものであって，資本準備金は発行価額主義の下
に認識される法定資本金化への－留保段階として政策的に位置付けられたも
のである。株主有限責任原則の代償としての会社債権者保護策としての資本
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制度から，法定資本と法定準備金間における逆転化現象の下において，法定
資本金を基礎とする債権者保護機能の，とりわけ経営財務構造の変化との関
連において，法定資本金の質的機能の転換がなされてきたのである。ここに
資本準備金と利益準備金の対等融合は経済活性化対策という目標の下に規制
緩和策の一環として位置付けられることとなった。唯今後の問題として資本
準備金と利益準備金の垣根のとりはずしは，会計システムの一部崩壊として
位置付けられることとなりかねないのである。
３．額面株式の廃止と会計
額面株式とは，券面額のある株式をいい，一株の金額は定款及び株券に記
載される。無額面株式の発行価額は発行のたびに，会社により任意に定めら
れ，資金調達の面で便宜な側面をもつ。今時商法改正は額面株式と無額面株
式の区別を廃止し，株式は無額面株式に統一された。かかる廃止に伴い株式
による資本調達は無額面株式によることとなり，又一株当りの純資産額５万
円基準を基礎とする株式単位関連規定が全面削除され，会社設立，分割等に
おいて価額（５万円）による制約はなくなった。それ故，株式会社において
資本金1,000万円最低資本金とし，株式の最低発行価額５万円という制約は
なくなった。かかる今時の改正の因素は，平成13年５月18日議員立法として
国会に提出された証券市場活性化対策ないし緊急経済対策として，経済界の
要請と実態に対時した新たな制度構築の一環としてなされた施策で，具体的
には商法の規制緩和策として具体化した。
商法における無額面株式は，旧法において，会社設立時一株５万円基準が
適用され，増資時において，資本調達における無額面株式の機能を活用する
二段階方式がとられていたのであるが，商法の規制緩和策としての株式の無
額面株式化は，(1)経営戦略一無額面株式の発行による経営支配，合併，買
収，分割等一の一環として，無額面株式の機能を有効利用し経済活性化に
意図する方策と，(2)企業の財務戦略としての資金調達の弾力性，例えば額面
株式券面額以下の発行又は時価発行による資金調達策等財務政策の多様化に
対時した経済活性化策として商法改正が実施されたのである。
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特に，株式の時価発行による額面株式の券面額と時価との乖離化，額面株
券面額自体の名目化，額面株式それ自体，発行又は流通市場において株式に
おける価値表示としての額面額の表示機能の意味を失することとなった。こ
こに無額面株式に統一し，数量表示（持分）を基礎とした無額面株式による
証券市場活性化対策に対時した一策として株式の無額面株式化の意義を付与
することとなった。
4．結語
今時の商法改正，資本制度に係わる規制緩和策は，わが国経済の活性化，
国際競争力の維持強化を主旨とした対症療法的色彩濃<，緊急を要した改正
先行に重点がおかれた，商法の改正自体会計の論理に照らして体系的な整合
性，合理性を欠く点が見受けられる。特に法定準備金の積立方式，否，法定
準備金の質的拡大による資本準備金の利益視化一資本準備金の払戻し－
の合法化は資本取引と損益取引の区分を原則とする会計理論の根本的見直し
をはかる要因となりかねないのである。かかる会計理論の本質的問題の論議
を経ることなく，緊急経済対策を第一義として実施された規制緩和策のきら
いがある。
又自己株式の取得及び資質において，資産説から資本減少説へ，株式を媒
体とした資金の移動を，その実態表示に近づけ認識する資本減少説をとるこ
ととなった。従来，自己株式は資産性が認識され，貸借対照表上流動資産と
して計上され，反面，資本の空洞化問題視されたのである。今日の改正は，
自己株式の取得は資本の減少として位置付け，企業の実態表示を優先させる
観点より資本控除負債項目として位置付けられたものである。
額面株式の廃止は株式の流通市場，発行市場における券面額の無機能化，
名目化と形式的な拘束性の排除と無額面株式の異同性の減少による無額面株
式機能への統合と考えられる。株式発行に係わる無額面株式は発行価額の弾
力性，最低発行価額の拘束性から遊離し，会社設立の容易性，財務の市場性
（時価発行）の拡張がなされ，券面額の無機能化がすすむこととなる。株式
における額面，無額面に係わる券面額は発行市場と流通市場の乖離の下にお
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いて，初期段階においては意義を有したものであるが，発行市場と流通市場
の密着化現象の下において券面額と時価の不一致，額面間較差が大きく，券
面額の無機能化が促進されることとなった。ここに，現時点において額面株
式の実質的機能不全と化す結果となった。
議員立法による，証券市場活性化対策一緊急経済対策としての規制緩和
策は，法定準備金に係わる改正として求められ，具体的には，資本準備金の
配当財源化にあった。すなわち今日の不況下，又会計における時価評価等含
み益又は損（今日一般は含み損）の会計処理にともなう損失と証券市場にお
ける株式の有配効果は，低金利化の下における株価低落の－抑止因となる。
ここに配当財源として資本準備金の流動化を経済活`性化を最大理由として質
及び量において容認したのである。
今時，商法の規制緩和は会計規制とともに証券市場の活性化等に視点がお
かれた規制緩和であって，会計における原理，原則に重大な変更を継続的に
与えるものではなく，今後の改正において整序されるべきものである。
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